2017年7月26～27日
改憲、政局、安保
改憲案、今秋提出を堅持＝参院合区解消目指す－自民


民党の憲法改正推進本部で、あいさつする保岡興治本部長（中央奥）＝２６日午後、東京・永田町の同党本部
　自民党の憲法改正推進本部（保岡興治本部長）は２６日の執行役員会で、今秋の臨時国会に党の改憲案を提出するとした安倍晋三首相（党総裁）の方針を堅持することを確認した。また、この後の全体会合で、改憲によって参院選挙区の「合区」解消を目指すことで合意した。
　保岡氏は執行役員会で「従来通りの予定に沿って、丁寧にしっかりと議論を進めたい」と強調。全体会合でも「憲法改正はわが党がリードしないといけない」と述べ、首相が掲げる２０２０年の新憲法施行に向け意見集約を急ぐ考えを示した。
　ただ、最近の内閣支持率急落を受け、党内には改憲について慎重な対応を求める意見も出ている。執行部と距離を置く石破茂前地方創生担当相はこの日の一連の会合を欠席した。（時事通信2017/07/26-18:56）
自民の憲法改正推進本部 改憲し参院の「合区」解消が大勢
NHK7月26日 17時52分
自民党の憲法改正推進本部は２６日、去年の参議院選挙で導入された隣接する２つの県を１つの選挙区にする「合区」について議論し、「地方の有権者の声が国政に届きにくくなっている」などとして、憲法を改正して解消すべきだという意見が大勢を占めました。
自民党の憲法改正推進本部は２６日、全議員を対象にした会合を開き、去年の参議院選挙で導入された「合区」の解消などについて議論しました。
この中では、党の参議院の作業チームが、「合区」の対象となった４つの県では不平等感が高まっているとして、「選挙区などは法律で定める」としている憲法４７条を改正して、都道府県から少なくとも１人は、参議院議員が選出されるよう規定すべきだなどとする提言を取りまとめたと報告しました。
これに対し、出席者からは「憲法が保障する１票の価値の平等を守るべきだ」という指摘も出たものの、「合区の導入によって地方の有権者の声が国政に届きにくくなっている」、「都道府県という単位が歴史的にも長く使われていることに配慮すべきだ」などとして、憲法を改正して「合区」を解消すべきだという意見が大勢を占めました。
憲法改正推進本部は、秋の臨時国会までに党としての憲法改正案を取りまとめることを目指して議論を続けることにしています。
産経新聞2017.7.26 20:54更新 
【憲法改正】憲法改正で「合区」解消を　自民党推進本部で弊害訴える声相次ぐ

自民党憲法改正推進本部で挨拶する保岡興治本部長＝２６日午後、東京・永田町の自民党本部（斎藤良雄撮影）
　自民党は２６日、憲法改正推進本部の全体会合を開き、参院選の「合区」の解消に向けた憲法改正について議論した。参院議員を中心に１００人以上が出席、「地方の声が国政から失われる」などと合区の弊害を指摘し、選挙に関して規定する憲法４７条の改正を求める発言が相次いだ。
　隣接県を一つの選挙区に統合する合区は「一票の格差」是正を目的に、昨年７月の参院選で「鳥取・島根」「徳島・高知」で導入された。
　会合では、山谷えり子参院議員が安全保障などを念頭に「地方は人口が少ないからといって国家的な課題が少ないとはいえない」と訴え、合区解消を求めた。
　徳島との合区により、予定していた高知選挙区から比例代表に回った中西哲氏は「高知、徳島は前回の衆院選で選挙区が各１つ減らされた。その上に参院を減らしてここまでバカにされるのか、というのが県民の声だ」と訴えた。
　保岡興治本部長は会合に先立つ執行役員会で「従来通りの予定に沿って丁寧に議論を進めたい」と述べ、秋の臨時国会に党改憲案の提出を目指す方針を堅持する意向を示した。全体会合でも改憲議論の日程見直しを求める意見はなかった。
自民二階派 自衛隊の存在明記などの改憲提言
NHK7月27日 5時21分
自民党二階派は憲法改正について、来年上半期をめどに発議を目指すとしたうえで、現在の９条を変えずに新たな条文を設けて自衛隊の存在を明記すべきだなどとした提言をまとめました。
自民党二階派の提言では「自主憲法制定を目指して具体的な行動に移していく時期が来ており、来年上半期をめどに、憲法改正の発議を行い、国民の理解を得るべく挙党体制で行動すべきだ」としています。
そのうえで、現在の９条１項と２項を変えずに新たに「９条の２」を設けて、自衛隊の存在を憲法に明記するほか、大規模な災害や有事などの緊急事態が起きた際に国会議員の任期を延長する特例を設けるべきだなどとしています。
憲法改正をめぐっては、安倍総理大臣が２０２０年の施行を目指し秋の臨時国会に党としての改正案を提出したいとしていますが、与党内からは、内閣支持率の下落を受けて慎重に議論を進めるよう求める意見も出ています。
二階派としては、提言をまとめることで党としての改正案の取りまとめに向けた議論を後押しし、安倍総理大臣を支える姿勢を鮮明にする狙いがあるものと見られます。
自民改憲本部、参院「合区」解消論が大勢　公明は慎重 
日経新聞2017/7/27 0:09
　自民党は26日、憲法改正推進本部（本部長・保岡興治元法相）の全体会合を党本部で開き、１票の格差を是正するため昨年導入した参院の「合区」について話し合った。出席した議員からは「地方の声を国政に反映できない制度だ」などと合区の早期解消を求める意見が大勢を占めた。党内では合区解消のための憲法改正を求める声が多く、今後の改憲論議にも影響を与えそうだ。
　２つの県を１つの選挙区にする合区は、昨年の参院選で「鳥取・島根」「徳島・高知」で導入した。だが４県を地盤とする議員を中心に反対論が根強い。
　26日の会合には約100人の議員が出席。山本一太参院議員は、改憲を念頭に「自民が一丸となって合区解消を実現すべきだ」と主張。「地域の代表者のいない地域をつくるのは、１票の格差よりよっぽど大きい問題だ」との意見もあった。
　合区解消のための改憲案としては、「選挙制度は法律で定める」と規定した憲法47条に、「参院議員を各都道府県から選出する」との趣旨を盛り込む案がある。ただ参院議員を「都道府県代表」と位置づければ、国会議員を「全国民の代表」と定めた43条との整合性がとれなくなるため、同条改正もあわせて必要になるとの指摘もある。
　船田元・憲法改正推進本部長代行は会合後、記者団に「47条の改正だけでも理屈は成り立ちうる」と強調し、47条改正だけで十分だとの見方を示した。
　もっとも合区解消のための改憲が実現するかは不透明だ。連立を組む公明党は「憲法で議員の位置づけを変えれば、衆参両院の役割の見直しも必要になる」と慎重論が根強いためだ。保岡氏は改憲本部の会合後、記者団に「ハードルは高いが、政治の根幹的なテーマなので党としてしっかりまとめたい」と語ったが、与党内の調整は難航する可能性がある。
　改憲本部は８月１日に教育無償化をテーマに全体会合を開き、改憲の検討対象として挙げた４項目すべての議論を一通り終える。同本部は26日の執行役員会で、今秋の臨時国会に党独自の改憲案を提出するとした安倍晋三首相の方針を堅持することを確認。今後具体的な条文案づくりを急ぐ。
公明、憲法47条改正に慎重　合区解消巡り参院専門委

共同通信2017/7/26 13:34

　参院は26日、参院選の「1票の格差」是正に向け、各会派が選挙制度改革を協議する専門委員会の会合を開き、昨年7月の参院選で導入された「合区」を巡り参考人質疑を行った。公明党は、自民党参院執行部が提起した憲法47条改正による合区解消に慎重な立場を示した。

　公明党の西田実仁参院幹事長は「憲法に書き込むと（選挙制度が）固定的になる」などと指摘した。自民党は25日、合区解消に関し党参院執行部がまとめた報告書を公表。衆参両院議員の選挙について定めた憲法47条を改正し「参院は改選ごとに各都道府県で最低1人選出」と規定すると盛り込んだ。

自民批判に「耳貸さず」＝二階氏が研修会で発言
　自民党の二階俊博幹事長は２６日、大阪市内で開催した二階派研修会であいさつし、「自民党がいろいろ言われていることは知っている。そんなことに耳を貸さないで頑張らなくてはいけない」と述べた。世論の批判は意に介さないとも受け取れる発言で波紋を広げそうだ。
　二階氏は、政権に疑惑の目が向けられている「加計学園」問題などを念頭に、「いろいろ話題に乗せられたことがあるが、くだらんことは常識外れだから、切り捨てて前を向く」とも語った。
　マスコミ批判も展開し、「いいかげんなことばかり喜んで書く人がいる。われわれも料金を払って購読している。責任を持ってやってほしい」と注文を付けた。
　これに関し、菅義偉官房長官は記者会見で「政府としては常に国民の声に謙虚にしっかり耳を傾け、安全保障や経済再生を前に進めていきたい」と述べた。（時事通信2017/07/26-17:16）
自民 二階幹事長「いろいろ言われても耳貸さず自信を」
NHK7月26日 21時23分
自民党の二階幹事長は大阪市で開いた派閥の研修会で、各種の世論調査で内閣支持率が下落していることに関連し、「いろいろ言われていることは知っているが、そんなことに耳を貸さないで、正々堂々自信を持って、頑張らなくてはいけない」と述べました。
この中で二階幹事長は、各種の世論調査で内閣支持率が下落していることに関連し、「自民党がいろいろ言われていることは知っているが、そんなことに耳を貸さないで、われわれは正々堂々自信を持って、次の世代にバトンタッチできるまで頑張らなくてはいけない」と述べました。
また二階氏は「話題に乗せられたことがたくさんあるが、くだらないことは常識外れだから切り捨てて、もっと前を向いて、世界に目を開いて、頑張っていかなくてはならない」とも述べました。
そして二階氏は「どこの政党がなんと言おうと、国を任せていただけるのは自民党以外になく、みんなの期待に応えたい」と述べました。
産経新聞2017.7.26 16:14更新 
二階俊博氏、またもメディア批判「書く方も責任もってくださいよ」

研修会であいさつする自民党の二階幹事長＝２６日、大阪市（共同）
　自民党の二階俊博幹事長は２６日、大阪市で開いた二階派研修会で、最近のメディア報道を重ねて批判した。「いい加減なことをいって、そればかり喜んで書く人おるでしょ。われわれも、ちゃんと料金払って（新聞を）購読しているんだから、書く方も責任を持ってくださいよ」と述べた。
　二階氏は６月３０日、東京都議選の応援演説で差別用語を使って北朝鮮を批判した自身の発言に関する報道を「お金払って（新聞などを）買ってもらっていることを忘れては駄目だ」と非難していた。
自民・二階氏、批判に「耳貸さない」　自派の研修会で
朝日新聞デジタル2017年7月26日18時06分
　自民党の二階俊博幹事長は２６日、「自民党がいろいろ言われていることは知っている。だけど、そんなことに耳を貸さないで我々は正々堂々頑張らなくてはならない」と語った。強引な国会運営や安倍晋三首相の攻撃的な答弁も響き、内閣支持率は下落中。首相自身が閉会中審査で「丁寧さ」をアピールした直後でもあり、世論の批判に「耳を貸さない」とした発言は、党内外で批判を招きそうだ。
　大阪市内で行われた二階派の研修会で、支援者に次期衆院選に向けた支援を求める中での発言だった。二階氏は「話題に乗せられたことがたくさんあるが、くだらんことは常識外れだから切り捨てて、前を向いて頑張る」とも訴えた。自民の豊田真由子衆院議員の暴言・暴行問題などの不祥事について指摘したと見られる。
　二階氏は東京都議選の投開票日直前の先月３０日にも応援演説で、自らの差別的な表現が報道されたことなどを念頭に「私らを落とすなら落としてみろ。我々はお金払って（新聞を）買ってんだよ」と、自民の逆風をメディアに責任転嫁したとも取れる発言をして、批判を浴びたばかり。研修会では「いい加減なことを言って、そればっかり喜んで書く人がいる。我々も料金を払ってんだから、書く方も責任持ってやって」と再びメディアを牽制（けんせい）した。
　来月３日に予定される内閣改造とそれに伴う党役員人事で、二階氏は留任する方向。批判を招きかねない問題発言に研修会に参加した議員もため息をついた。
　「せっかく閉会中審査の２日間、安倍首相が低姿勢だったのに……」
内閣改造・自民役員人事、「改憲」「通商」ポストが焦点 
2017/7/26 23:49日本経済新聞　電子版
　安倍晋三首相は８月３日にも踏み切る内閣改造・自民党役員人事に向けた調整を本格化させる。内閣支持率の急落で年内の衆院解散・総選挙の観測が遠のくなか、短期的な人気取りでなく、政権としてアピールできる実績づくりにつながる体制を整えられるかが焦点だ。なかでも憲法改正や通商、厚生労働分野など、重点政策をつかさどるポストの人選はこれまで以上に重みを増す。
　菅義偉官房長官は26日の記者会見で、今後の政権運営に…
海自が米艦防護訓練＝掃海母艦、陸奥湾で－青森


海上自衛隊の掃海母艦「ぶんご」（海上自衛隊のホームページより）
　青森県沖の陸奥湾で、海上自衛隊の掃海母艦が２６日、安全保障関連法に基づき、米艦防護の日米共同訓練を行った。米海軍の掃海艦を防護した。
　防衛省によると、共同訓練には海自掃海母艦「ぶんご」と米海軍の掃海艦「パイオニア」が参加。同日午前１０時ごろから約１時間行われ、指定の海域にパイオニアを待避させる手順などを確認した。陸奥湾で行われている掃海特別訓練の機会を利用して、米艦防護訓練を実施した。（時事通信2017/07/26-19:32）
産経新聞2017.7.26 21:56更新 
海自が米艦防護初訓練　安保関連法の新任務
　海上自衛隊は２６日、青森県の陸奥湾で、安全保障関連法に基づき、自衛隊が平時から米軍艦艇を守る「武器等防護」の実動訓練を初めて実施したと明らかにした。掃海母艦「ぶんご」が米掃海艦「パイオニア」を退避させるため、必要な通信の手順を確認した。
　安保関連法を巡っては、５月にヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」が米補給艦を防護。初めて新任務を実施したケースだったが、この時は公表していなかった。
　海自は「米国と協議の上、訓練実施後に公表することにした。今後も公表するかは総合的に判断する」としている。
　海自によると、訓練は２６日午前に実施し、日米の計約２４０人が参加した。海自は「特定のシナリオや場面を想定したものではない」と説明している。
　２艦は同海域で１８日から実施されている掃海特別訓練に参加していた。
陸上幕僚長、引責辞任へ　南スーダンＰＫＯ日報問題
朝日新聞デジタル土居貴輝2017年7月27日01時05分

岡部俊哉陸上幕僚長
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊部隊が作った日報をめぐる問題で、陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長は引責辞任する意向を固め、稲田朋美防衛相に伝えた。複数の政府関係者が明らかにした。
　政府関係者によると、岡部氏から「情報公開請求への対応や陸自内に日報の電子データが保管されていた問題の監督責任をとって辞職したい」と申し出があり、稲田氏も認める方向で、後任の調整に入った。
　陸自の日報問題をめぐっては、防衛省は２８日にも特別防衛監察の結果の公表とあわせ、関係者の処分も発表する方針。調査結果には岡部氏の関与も盛り込まれる見通し。一方、岡部氏は処分内容にかかわらず、稲田氏に辞任する意向を伝えている。
　防衛省は８月上旬の発令を予定しているが、自民、民進両党は、日報をめぐる防衛省の特別防衛監察の結果の公表後、この問題に関する閉会中審査の実施で合意している。閉会中審査の日程によっては、発令の日程が変わる可能性もある。
　岡部氏は陸自北部方面総監を経て、昨年７月に陸幕長に就任。自衛隊制服組トップの河野克俊統合幕僚長の後任の統幕長の有力候補だった。（土居貴輝）
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